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第Ⅰ章  序論  
 
Ⅰ－ 1．はじめに  
 
1990 年代以降、労働者は企業間競争の激化やリストラ、成果主義の導入、国
際競争の激化など、社会が目まぐるしく変化し続け、労働者一人ひとりの仕事
量が増え、余裕がなくなった。厚生労働省（ 2002）の「労働者健康状況調査」
で、精神的に疲れを感じていると報告された人数の割合が 61.5%であった。そ
の原因として、｢職場の人間関係の問題｣とあげた人が 35.1%でもっとも多かっ
た。こうしたストレスに満ち溢れている環境の中で、権力のより強い者から弱
い者へ、ストレスのはけ口となった。また、自己保身のために、職場のいじめ、
パワー・ハラスメントが行われるようになった。パワー・ハラスメントについ
ては、Ⅰ－ 7 で述べることにした。  
梅津（ 2005 b）によると、パワー・ハラスメントは、決して良い結果を生ま
ず、深刻な悪い結果しか生じない。部下のやる気の低下、部門の生産性と業績
の低下、部門の人権問題、部下のメンタルヘルス、さらに深刻な場合には、自
殺や過労死の原因となるといった、様々な悪い結果が生じる。  
厚生労働省（ 2008）の「個別労働紛争解決制度施行状況」によると、いじめ・
嫌がらせで 2002 年度に総合労働相談コーナーにさせられた相談件数は、6,627
件であった。 2007 年度の相談件数は 28,335 件であった。相談件数は、 6 年間
で、約 4 倍に増大した。ここで、いじめや嫌がらせとパワー・ハラスメントの
違いはどのようなものであるのだろうか。詳しくは、Ⅰ－ 8 で述べることにし
た。  
今、パワー・ハラスメントの相談件数が増大し、問題として浮き上がってき
たが、昔は存在していなかったのだろうか。たとえば、児童虐待やセクシャル・
ハラスメントのように以前から存在していたにもかかわらず、問題として認識
されていなかった。しかし、マスメディアの報道により、社会に表面化し、問
題と認識されるようになった。このことは、パワー・ハラスメントも同じこと
が言えるのではないだろうか。2002 年の秋頃、パワー・ハラスメントという言
葉が新聞紙上で大きく取り上げられて以降、新聞や雑誌、テレビなどの各種マ
スメディア上で多く取り上げられるようになった。  
日本産業カウンセラー協会の調査（ 2008）によると、「職場のいじめ」が 74％
の企業で、起こっていることが明らかになった。この結果を受けて、原（ 2008）
は「“職場のいじめ”問題の根底には、“働く人の人権をどのように尊重してゆ
くか”という重要な課題が横たわっていると考える。」と述べている。  
人が社会に出るまでに人権を尊重することを身につけておけば、パワー・ハ
ラスメントとの発生を防げるのではないだろうか。そこで、本研究では、大学
生を対象に、小学校から高等学校までの人権教育に関する調査を行なった。そ
して、大学おいて、パワー・ハラスメントを予防するための教育をどのように
するべきかを明らかにした。  
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1－ 2．日本における人権の歴史―明治維新以降の同和史を中心に―  
 
明治維新後、富国強兵や殖産興業などの政策により、資本主義へと移った。
そうした中で、これまでの封建的な身分制度が廃止され、 1871 年、「太政官布
告」により法律上や制度上では、身分差別が解消された。いわゆる、「解放令」
である。このことによって、結婚、職業、居住、教育などの自由が認められる
ようになった。しかし、封建的な社会によって、国民意識の中で、長年形成さ
れた差別構造は、一片の法律で解消されることはなく、それまでと同様に、残
存し続けた。  
国によるたてまえ論だけで終わってしまった「解放令」であるが、それ以降、
差別撤廃を求める動きが全国各地でみられた。山口県沖の同和地区では、1886
年に仏教青年行動会、1887 年に婦人美成会が結成され、部落差別の改善のため
に働きかけた。和歌山県端場村では、1893 年に青年進徳会が結成され、青年の
自覚や部落差別の糾弾などを行った。また、加藤弘之教授に依頼し、学問的な
研究の必要性を述べた。  
その後、部落差別撤廃の動きは郡、県的規模の団体によって運動が進められ
た。奈良県では、1899 年に大和同心会、岡山県では 1902 年に備作平民会が結
成され、部落差別の改善運動が行われた。そして、1903 年、初の部落開放組織
である大日本同胞融和会が大阪において創立された。  
日清、日露戦争を経て、大正期に入ると、民族的自立と排外の思想、行動が
部落の指導者たちに影響を与え、部落改善運動はより活発になった。奈良県で
は、1912 年に部落の青年運動や県の矯風会事業などへの参加、県外の改善運動
との交流により大和同志会が結成された。機関紙である「明治の光」において、
全国的な同志会の結成を訴えた。また、部落民の起源に対する異民族説への批
判や各地の差別事件や改善運動を報道するなど融和運動の中心的役割を果たし
た。東京では、1914 年東京に被差別部落の生活改善と思想善導を目的とした帝
国公道会を結成した。機関誌「公道」による部落改善の広報活動や民族差別の
解消などを政府に要求した。また、この会は、東京にあるということから、政
府との交渉団体の役割も果たした。  
1917 年、ロシア革命が起こり、世界最初の社会主義国家が誕生した。社会主
義国家の誕生は、日本の社会主義運動に影響を与え、今まで資本主義体制に抑
圧されていた人々に、団結力と国家改造の考えを芽生えさせ、部落解放運動を
刺激した。翌年の 1918 年、シベリア出兵により起こった米騒動では、 70 万人
を超える大衆行動となった。この騒動では、8185 人が送検され、そのうち 887
人が部落の人たちであったことから、政府は部落問題の重要性を初めて知るこ
ととなった。一方、民本主義運動や融和運動の高揚から、1921 年に同愛会、1922
年には大日本平等会が結成された。社会の人々に部落差別を認識させ解消への
努力を訴えるなどの運動を行った。しかし、この運動は、再び部落差別が社会
不安を引き起こすことを恐れた対策であり、差別部落民の人権を十分に尊重し
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ようとする姿勢が不十分であった。このことが全国水平社を創設するきっかけ
となった。  
1922 年 2 月、西光万吉、米田富らは、大阪の中ノ島公会堂で行われていた大
日本平等会の同胞差別撤廃大会の場において、全国水平社の結成を呼びかけた。
同年 3 月、京都市の岡崎公会堂において、全国各地から約 3000 人の人たちが
参加し全国水平社は結成した。綱領には、部落民自らの行動による絶対の解放、
部落民の経済、職業の自由の絶対的獲得、人間性の原理に覚醒し、人類最高の
完成への突進を掲げた。また、「全國に散在する吾が特殊部落民よ團結せよ。」、
「我々がエタである事を誇り得る時が來たのだ。」、「人の世に熱あれ。人間に光
あれ。」と宣言した。つまり、人間をいたわるような施策を排撃し，団結して人
間の尊厳のもとに人の世に熱と光を願求礼讃した。  
全国水平社が設立され、部落民の終結は高揚し、1923 年には 3 府 27 県で 300
支部と拡大した。個人、企業、団体、国家権力機関に差別糾弾闘争を行った。
1924 年の徳川家達の辞爵問題、1925 年の群馬県世良田村の部落襲撃事件、1926
年の福岡連隊事件など、差別糾弾が激化し、社会の人々をおののかせた。この
ような差別糾弾運動を行うことによって、国家権力は部落の糾弾闘争の弾圧を
強化していった。また、糾弾闘争を行うことにつれて、水平社内部においても
分裂が生じた。一般労働運動と連携をはかり政治的活動を主張する派、反政治
的立場をとり、部政府主義を主張する派、純粋な水平社第一主義を唱える派な
どに分裂した。そして、1928 年から 1929 年にかけての共産党検挙や関東大震
災後の昭和恐慌などによって、水平社の運動は低迷し、沈滞した。  
ところで、全国水平社の成立と活動は、朝鮮の人々の身分解放運動にも関連
があった。1923 年、朝鮮衡平社が成立した。衡平社では、日本帝国主義からの
民族独立、一般民と対立した朝鮮内部での身分差別反対、国内の地主、資本家
との階級的対立などの側面から運動を展開した。さらに、社会運動内部での闘
争方針をめぐる対立も起こり、日本の差別解放運動以上に困難な様相を示した。 
一方、全国水平社運動が沈滞していた 1932 年、水平社内部から「全国水平
社解消の提議」が提案された。いわゆる「解消論」である。この理論の背景に
は、当時の国内、国際的な共産主義運動の潮流が深く関わっていた。その後、
共産主義運動の戦略転換により、解消論は終息していった。  
このような状態の中、1933 年、高松地裁の差別判決事件により、再び運動は
活発になり、闘争が展開された。また、解消論の終息後、全国水平社では、運
動の理論的再構築の必要性があった。そこで、「部落委員会活動の方針」を打ち
たてた。これによると、世話役である部落委員会の構成員が、部落内外で起こ
った差別問題、産業、経済、日常生活上の問題など相談に応じるというもので
あった。この活動が、戦前の運動の到達地点といえるだろう。  
その後、1937 年の日中戦争の勃発にともない、社会運動が衰退していく中で、
全国水平社の運動も転換がせまられた。 1940 年、大政翼賛会の運動に協力し、
部落厚生皇民運動や、大和報国運動など、国策に協力した。そして、 1941 年、
同和奉公会が結成され、全国水平社は解散をせまられ 1942 年に自然消滅した。  
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1945 年、太平洋戦争の敗戦を契機に、民主的改革が進められ、新憲法に基づ
き、新しい社会体制へと変わっていった。戦前の天皇主権から国民主権となり、
平和と基本的人権の尊重を基本理念とした国がスタートした。  
世界においても、人権をふみにじることが戦争の災難を生むという認識にた
って、 1948 年の第 3 回国際連合総会で、「人権に関する世界宣言」が採択され
た。前文では、世界における自由、正義、平和の基盤はすべての人々の固有の
尊厳と平和であり、何ごとにも譲ることのできない権利を承認することにある、
と述べた。また、第 1 条では、すべての人間は生まれながらにして自由であり、
尊厳と権利は平等である、と指摘し、第 2 条では、何人も、人種、皮膚の色、
性、言語、宗教、政治、社会的身分、財産、門地などにおいては、いかなる差
別も受けることはなく、権利と自由とを共有する権利を有する、と指摘した。
この「人権に関わる世界宣言」は、その後の人権に条約の基礎となり、世界の
人権に関する規律の中で、最も基本的な意義を有した。  
日本では、1946 年に、全国水平社を引き継ぎ、自主的な部落解放組織である
部落解放全国委員会が結成された。戦後の日本の民主化が深まる中、部落問題
が解決することを期待し、部落解放運動は活動された。しかし、戦後の部落解
放運動は、日本の植民地支配の責任や戦後責任を果たすことを課題としないな
ど、多くの困難を抱えて活動していた。そうした中、1951 年、雑誌「オール・
ロマンス」に掲載された小説「特殊部落」を糾弾する中から、部落差別を放置
してきた行政の差別性を明らかにし、行政責任において、部落問題の解決を求
める差別行政糾弾闘争が定着し、部落解放運動は大衆運動として発展した。ま
た、1953 年には、同和教育を実践していた教師が全国同和教育研究協議会を結
成し、同和教育運動を行なった。そして、1955 年に部落解放全国委員会が部落
解放同盟と改称し、全国婦人集会や全国青年集会などを開催し、大衆的な運動
を行なった。そうした中で、1959 年、政府は「同和対策要綱」が閣議決定され、
差別解消のための総合的な取り組みが開始された。  
また、1950 年代後半になると、日本は高度経済成長の時代に入り、各地で公
害問題が発生した。熊本県水俣市で発生した水俣病などの工場廃水による公害、
大都市における大気汚染、交通機関による騒音や振動、カネミ油症などの食品
公害、サリドマイド事件などの製薬会社による薬品公害など、多くの生命が奪
われ、傷つけられた。  
1960 年代に入っても、マスコミや警察官などによる差別事件は絶えなかった。
1963 年、埼玉県狭山市で女子高生が誘拐される事件が発生し、部落への偏見な
どによる見込みから、容疑者として部落の青年が逮捕され、死刑判決を受ける
という狭山事件が起こった。この事件は、調査の過程におけるいくつかの問題
点が様々な立場から提起され、部落差別との関係を問われ、大々的に取り扱わ
れた。まだまだこのような部落差別が残って中で、1965 年、同和対策審議会答
申によって部落問題の解決が国の責務であり、「国民」的課題であることを明示
された。部落問題に関して、20 年遅れで戦後の民主的改革が始まった。部落を
取り巻く社会意識は根強くあったが、テレビや新聞、雑誌などのマスメディア
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が、これまで無関心であった差別的表現を問題にし始め、部落問題への社会意
識の変化の兆しが現れ始めた。また、部落解放運動の組織自体が拡大し、部落
問題が、行政、教育、労働組合、市民団体などの中に重大な社会問題として浸
透した。そして、1969 年に時限立法として「同和対策事業特別措置法」が制定
された。法律は、「すべての国民に基本的人権の享有を保障する日本国憲法の理
念にのっとり、歴史的社会的理由により生活環境等に安定向上が阻害されてい
る地域（以下「対象地域」という。）について国及び地方公共団体が協力して行
なう同和対策事業の目的を明らかにするとともに、この目標を達成するために
必要な特別の措置を講ずることにより、対象地域における経済力の培養、住民
の生活の安定及び福祉の向上等に寄与すること」を目的とした。この法律によ
り、全国各地の自治体で同和対策事業が取り組まれるようになった。  
世界において、 1966 年、「人権に関する世界宣言」に法的拘束力を持たすた
めの国際条約として、国際連合 21 回総会で「国際人権規約」が採択され、1976
年に発行された。人間関係の諸条約の中で、最も基本的かつ包括的なものであ
る。内容は、「国際人権 A 規約」と呼ばれる「経済的、社会的及び文化的権利
に関する国際規約」、いわゆる社会権規約、「国際人権 B 規約」と呼ばれる「市
民的及び政治的権力に関する国際規約」、いわゆる自由権規約、「B 規約の選択
議定書」である「市民的政治的諸権利に関する選択議定書」、さらに、 1989 年
に国際連合総会で採択された「死刑の廃止に関する国際規約」から構成される。
日本は 1979 年に国際人権 A 規約、国際人権 B 規約の両規約とも批准した。し
かし、「公休日の報酬」、「公務員のストライキ権」、「中、高等教育の無償化」に
関しては留保した。また、B 規約の選択議定書と死刑制度廃止の規約にはいま
だに批准していない。不十分な点は含んでいるものの国際人権規約を批准した
ことにより、在日韓国人に対する差別の不当性やアイヌ民族の問題など社会問
題に、その後大きく影響を及ぼした。  
1970 年代になると、部落差別撤廃の取り組みは、従来の糾弾闘争や行政闘争
のように、自然発生的な運動を待っていては不可能であり、目的意識的に取り
組むことが求められるようになり、部落解放運動の内部では「組織の質的転換」
が強調されるようになった。そうした中、部落解放同盟内部においても、同和
対策審議会答申の評価などを巡って、対立があり、1970 年に部落解放同盟から
分裂し、部落解放同盟正常化全国連絡会議が結成された。そして、1976 年に部
落解放同盟正常化全国連絡会議が改組する形で全国部落解放運動連合会が、部
落解放同盟と袂を分かつ形で結成された。  
ドルショックや高度経済成長終焉、冷戦の終結など社会情勢は大きく変化し
ていく中、 1982 年、時限立法であった「同和対策事業特別措置法」が失効し、
時限立法として、新たに 1982 年「地域改善対策特別措置法」が制定された。
この法律は、5 年後の 1987 年に失効し、新たに「地域改善対策特定事業に係わ
る国の財政上の特別措置に関する法律」が制定された。このように、社会の変
化に応じて、人権に関わる法律も変化していった。  
1990 年代の半ば頃から、「同和の時代」から「人権の時代」へと転換してい
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った。 1994 年の国際連合総会おいて、 1995 年から 2004 年までを「人権教育
のための国連 10 年」とすることが決定された。これを受けて、 1997 年、日本
では、同和問題を含めた人権擁護施策を推進する「人権擁護施策推進法」を施
行し、「人権教育のための国連 10 年」に関する国内行動計画が策定された。
2000 年には人権教育や人権啓発の基本理念、施策推進のための措置などを定め
た「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が施行された。そして、「人権
教育及び人権啓発の推進に関する法律」の第 7 条に「国は、人権教育ならびに
人権啓発に関する施策を総合的かつ計画的な推進を図るため、人権教育及び人
権啓発に関する基本計画を策定しなければならない。」と規定し、これに基づい
て、 2002 年「人権教育、啓発に関する基本計画」が策定された。また、 1989
年には「子供の権利に関する条約」が国際連合総会で採択され、1994 年に日本
も批准し、公布、1999 年には「男女行動参画社会基本法」が成立した。同和問
題だけではなく、女性や子ども、高齢者、障害者、HIV 感染者、アイヌの人々、
外国人、犯罪被害者、ホームレスの人々、インターネットによる人権侵害など、
様々な社会問題に対して、人権侵害、差別をなくしていく様々な取り組みが展
開されている。  
今日では、かつて弱者であった人々が強者である人々に対して、人が生まれ
ながらに持っている様々な権利を主張するようになった。これは、三戸（ 2008）
が述べている「主人公化」による心の動きに関係している。三戸（ 2008）は、
「主人公化」を「激動の社会変化を背景に、精神的よりどころ失い、他律的存
在から自立的存在にならざるを得ない事態に追い込まれ、自分を全面に押し出
さざるを得なくなった心理、精神的動き」と定義した。「主人公化」による権利
の主張により、知る権利やセクシャル・ハラスメントの防止対策、ノーマライ
ゼーションの理念などが社会に浸透し、認められるようになった。これからは
弱者と強者がより対等になるような社会を目指していかなければならないだろ
う。  
 
Ⅰ－ 3．教育の目的・目標  
 
1947 年、前文と 11 か条からなる教育基本法が制定された。教育基本法は、
教育の目的や方針など教育の基本理念を示した法律であった。この教育基本法
の下、教育諸制度が構築、整備された。しかし、制定後、半世紀以上経ち、国
際化、少子高齢化、産業構造の変化など社会状況は大きく変化した。教育の場
においても、基本的生活習慣の乱れ、いじめ、不登校など様々な問題が生じた。
このような現状を踏まえ、教育の根本に戻り、将来に向けて、新しい教育理念
を明示し、社会全体で教育改革を進めていくことが必要になった。そして、2006
年、約 60 年ぶりに教育基本法は全面的な改正が行なわれた。新しい教育基本
法は前文と 4 つの章、18 か条から構成された。第 1 条に教育の目的、第 2 条に
教育の目標がそれぞれ記載された。  
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①  第 1 条  教育の目的  
教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として
必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行なわなければなら
ない。  
 
②  第 2 条  教育の目標  
教育は、その目的を現実するため、学問の自由を尊重しつつ、次に掲げる目
標を達成するよう行われるものとする。  
一．幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と
道徳心を培うとともに、健やかな身体を養うこと。  
二．個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自
立の精神を養うとともに、職業及び生活との関連を重視し、勤労を重んず
る態度を養うこと。  
三．正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公共
の精神に基づき、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度
を養うこと。  
四．生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。  
五．伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとと
もに、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。  
 
Ⅰ－ 4．人権教育の目標  
 
人権教育とは、人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（ 2002 b）の第 2
条によると、「人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動」と定義した。文部
科学省（ 2008）の「人権教育の指導方法等の在り方について［第三次とりまと
め］」で、定義を具体的に捉えている。これによると、「人権や人権擁護に関す
る基本的な知識を確実に学び、その内容と意義についての知的理解を徹底し、
深化することが必要となる。また、人権が持つ価値や重要性を直感的に感受し、
それを共感的に受けとめるような感性や感覚、すなわち人権感覚育成すること
が併せて必要となる。さらにこうした知的理解と人権感覚を基盤として、自分
と他者との人権擁護を実践しようとする意識、意欲や態度を向上させること、
そしてその意欲や態度を実際の行為に結びつける実践力や行動力を育成するこ
とが求められる。」と述べている。  
また、人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（ 2002 b）の第 3 条で「国
民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深め、これを体得
することができるよう」にすることを人権教育の基本理念とした。これを受け
て、文部科学省（ 2008 a）の「人権教育の指導方法等の在り方について［第三
次とりまとめ］」では、学校における人権教育の目標を「一人一人の児童生徒が
その発達段階に応じ、人権の意義、内容や重要性について理解し、“自分の大切
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さとともに他の人の大切さを認めること”ができるようになり、それが様々な
場面や状況下での具体的な態度や行動に現れるとともに、人権が尊重される社
会づくりに向けた行動につながるようにすることが、人権教育の目標である。」
と述べている。  
 
Ⅰ－ 5．人権侵害であるパワー・ハラスメント  
 
人権問題の課題として、どのようなものがあげられるだろうか。法務省は「人
権教育・啓発に関する基本計画」（ 2005 b）において、人権課題と取り組みを
挙げている。女性問題、子ども問題、高齢者問題、障害者問題、同和問題、ア
イヌの人々の問題、外国人の問題、HIV 感染者・ハンセン病患者などの問題、
刑を終えて出所した人に対する問題、犯罪被害者などの問題、インターネット
による人権侵害の問題に対する取り組みが具体的に挙げられている。これらの
問題に共通して見られる傾向として、社会的強者から社会的弱者に対して起こ
る問題だといえるだろう。つまり、社会的強者と社会的弱者が存在するような
場所ではどこでも起こりえるといえる。  
労働現場においても同じことがいえる。労働現場において、社会的強者とい
える存在は上司であり、社会的弱者の存在が部下である。このような関係が成
り立つということは、人権問題が起こりえる構造ができているといえる。金子
（ 2005 b）は労働現場において、次のような実態例が存在していると述べてい
る。  
小売業で働く女性が、組織再編を口実に、自宅から 2 時間半もかかる支店に
反転されて仕事も与えられない。「具体的な仕事はそのうち決める。それまでは
トイレや階段の掃除、そして雑用をしているように」と言われて 3 ヶ月も経っ
ている。  
病院でエックス線の技師として働いている男性が、職場のリーダーがいて、
全てを仕切っている。仕事上の指示は仕方ないと思うが、私用での買い物に行
かされたり、夜の飲み会なども半強制的に参加を強要させる。都合が悪く参加
しないと露骨に仕事上の差別扱いを受ける。  
金融業で働く女性が、自分が提出した目標を上司が「低すぎる」と勝手に訂
正した。予想通りの結果だったため、「やはり設定が無理でした」と言うと、「キ
ミの努力が足りなかった」と、低い評価を受けてボーナスが半減になってしま
った。実績は昨年より上がっているのに、納得できない。  
このように上司が部下に対していじめとも捉えられるような実態が、労働現
場において、現実に起こっている。このような行為はパワー・ハラスメントで
ある。パワー・ハラスメントについては次節以降に述べていくが、パワー・ハ
ラスメントは深刻な人権侵害の問題であるといえるだろう。  
 
Ⅰ－ 6．パワー・ハラスメントという造語が誕生した背景  
 
 - 9 - 
2002 年の秋にパワー・ハラスメントという言葉が、新聞紙上で大きく取り上
げられた。2002 年以前は存在していなかった言葉がなぜ造られ、社会で用いら
れるようになったのだろうか。  
株式会社クレオ・シーキューブでは、1992 年から企業の委託を受けて、労働
者のメンタルヘルスやセクシャル・ハラスメントに関する窓口相談や教育研究
を行っていた。その相談内容には｢セクシャル・ハラスメントに関する問題｣だ
けでなく、｢人格・人権を否定する言動によるハラスメントに関する問題｣の相
談が多くあった。その後、年々相談件数が増加していった。  
この問題は、単なる「職場のいじめ」という言葉ではくくりきれない問題が
多く含まれていた。｢人格・人権を否定する言動によるハラスメントに関する問
題｣は、上司や組織が与えられている｢職権・権力｣を用いて、業務と関連させて
｢嫌がらせ｣。行われるという構造があった。すなわち、｢権力＝パワー｣を用い
て｢ハラスメント｣が行われるということで、｢パワー・ハラスメント｣という造
語が生まれた。  
 
Ⅰ－ 7．パワー・ハラスメントの定義  
 
パワー・ハラスメントは、岡田（ 2005 b）によると｢職権などのパワーを背
景にして、本来の業務の範疇を超えて継続的に人格と尊厳を傷つける言動を行
い、就労者の働く環境を悪化させる、あるいは、雇用不安を与えること｣と定義
をした。この定義を、 5 ヶ所に分けて、説明する。  
「職権などのパワーを背景にして」は、上司が職権を利用して、わざと低い
評価を下す、仕事を与えない、過重労働を強要する、情報を与えない、といっ
た場合である。  
「本来の業務の範疇を超えて」は、企業によって、業務の範囲の適正範囲と
いうのは、ばらばらである。そのため、「客観的に見る」ということが必要であ
る。客観的に見て、達成不可能の目標を設定し、達成できなかった場合には、
個人の責任にする、客観的に見て、必要性のない指示や教育を行なう、といっ
た場合である。  
「継続的に」は、一度や二度の注意や叱責ではなく、継続的に行なわれてい
る場合である。但し、法に触れるような行為や言動は、一度でも行なってはい
けない。  
「人格と尊厳を傷つける言動を行い」は、本人の意思ではどうしようできな
いようなことについて、非難や指摘を行い、人格と尊厳を傷つける場合である。
たとえば、家柄や性別、学歴などを傷つける行為や言動のことである。  
「就労者の働く環境を悪化させる、あるいは、雇用不安を与えること」は、
上司が部下をいつも怒鳴っている場合や「いつでもクビにできるぞ」、「できな
いなら、会社を辞めろ」といった言動によって、相手を無理やり思い通りにさ
せるような場合である。これでは、職場全体の雰囲気が張り詰めていて、人の
顔色ばかり伺うようになってしまう。  
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Ⅰ－ 8．パワー・ハラスメントといじめ・嫌がらせの違い  
 
前節でパワー・ハラスメントについて詳しく説明を述べた。では、いじめや
嫌がらせとパワー・ハラスメントはどのような違いがあるのだろうか。  
広辞苑によると、いじめは「いじめること。弱い立場の人に言葉、暴力、無
視、仲間はずれなどにより精神的、身体的苦痛を加えること」とされている。
嫌がらせは「相手の嫌がることを、わざと言ったりすること」とされている。
つまり、パワー・ハラスメントといじめや嫌がらせの違いは、職場における「権
力」や「職権」を用いるか否かで、言葉として区別しているといえるだろう。  
 
Ⅰ－ 9．諸外国におけるパワー・ハラスメントの定義  
 
諸外国においても、職場でのいじめ問題については、さまざまな研究が行な
われている。諸外国では、職場のいじめをどのように定義されているのかを明
らかにする。  
 
①  bullying 
Peter.E.R（ 1997）の定義によれば、「持続的、攻撃的、侮辱的、脅迫的、意
図的に力を乱用し不公平な制裁を行い、身体的、心理的苦痛を与えることであ
る」と述べている。  
 
②  moral harassment 
Hirigoyen.M.F（ 2003）によると「不当な行為を繰り返し、あるいは計画的
に行なうことによって、ある人の尊厳を傷つけ、心身に損傷を与え、その人の
乱用を危険にさらすこと。また、そういったことを通じて職場全体の雰囲気を
悪化させることである」と述べている。言葉や態度によって、受け手の心を傷
つけ精神的に攻撃することである。  
 
Ⅰ－ 10．パワー・ハラスメンにおける人間関係の重要性  
 
中央労働災害防止協会の「パワー・ハラスメントの実態に関する調査研究報
告書」（ 2005）によれば、約 90％の企業の人事担当者等はパワー・ハラスメン
トという言葉を「言葉も内容も理解している」と回答した。パワー・ハラスメ
ントあるいはこれに類似した問題の発生は、約 40％の企業で「時々発生」もし
くは「発生したことがある」と回答した。約 40％の企業でパワー・ハラスメン
ト対策は経営上「とても重要である」と回答し、「やや重要である」と合わせる
と 80％以上の企業で重要であると考えられていた。このことから、パワー・ハ
ラスメントに対する理解や関心が高まり、徐々に社会に定着した。  
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しかし、定着することによって、管理者は頭を悩ませている。前掲の調査結
果において、パワー・ハラスメント問題に取り組むことで派生する問題として、
約 60％が「管理者が弱腰になる」、約 50％が「上司と部下との深いコミュニケ
ーションが取れなくなる」、約 40％が「権利ばかり主張するものがふえる」、と
回答した。つまり、いくら上司が教育のためと、部下に注意や叱責を行っても、
意図が伝わらなければ、パワー・ハラスメントになりかねないだろう。  
パワー・ハラスメントは、上司と部下間の人間関係、相互の関係性によって
受け取る側の認識が変わるという、非常に曖昧さを持つ問題である。常日頃か
ら部下との物理的な壁を取り除き、信頼関係を築いておく必要がある。信頼関
係があれば、注意や叱責を行っても、部下に与える心理的負荷は軽減されると
いえる。  
 
Ⅰ－ 11．パワー・ハラスメントの範囲  
 
パワー･ハラスメントは線引きをすることが困難である。加害者がパワー･ハ
ラスメントをしていないと思っていても、パワー･ハラスメントになっている場
合やパワー･ハラスメントと感じていても、実際はパワー･ハラスメントではな
い場合がある。岡田（ 2004）が提唱したパワー・ハラスメントの範囲を参照に
する。  
 
①  レッドゾーン  
 一回だけであっても、行為を行えばパワー･ハラスメントになってしまう。労
働条件や環境が労働基準法に触れる行為や身体的暴力等で傷害罪を問える行為、
何らかの法に違反する行為の強制、強要、明らかに人権侵害を立証できる行為
などである。  
 
②  イエローゾーン・グレーゾーン  
 1 回だけではパワー･ハラスメントとはいえないが、回数を多く重ねるとパワ
ー・ハラスメントになる。言葉の暴力や無視、仲間はずれなど人格を傷つける
言動や業務上不必要な注意叱責や行き過ぎた教育指導などのマネジメントの問
題などである。  
 
③  パワー・ハラスメントでないもの  
 相手を中傷したい欲求、あるいは被害妄想的な思い込みでパワー･ハラスメン
トを受けていると思い込んでいる。業務上必要な注意叱責や正当な指示命令、
被害妄想的で具体的なハラスメント行為が見当たらない場合などである。  
 
Ⅰ－ 12．パワー・ハラスメントの構造  
 
パワー･ハラスメントはいきなり行われるわけではない。段階を踏んで徐々に
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エスカレートしていくものである。岡田（ 2004）によると、大きく分けて、 4
つの段階に分ることができると述べている。  
 
①  第 1 段階  
 最初は仕事上のミスを指摘したり、なんとなく肌が合わない、コミュニケー
ションがうまくとれない、といったことから始まる。この段階はどこにでも起
こりえるのでパワー･ハラスメントとはいえない。  
 
②  第 2 段階  
 同じことを何度も指摘するといった「繰り返し」があらわれると、パワー･
ハラスメントの始まりである。業務内容ではなく「態度」を攻撃するようにな
る。また、過重労働や高度すぎる仕事を与えたり、反対に誰でもできる雑用を
やらせたり、存在自体を無視することから始まる。  
 
③  第 3 段階  
 本人が直そうとしても直せないこと、たとえば出身や学歴、身内のことなど
を非難するようになる。脅迫や暴力などが出始める。この段階になれば、完全
にパワー･ハラスメントということができる。  
 
④  第 4 段階  
 被害者に心身の不調があらわれはじめる。この段階までくるともう修復不可
能である。  
 
また、Field.T（ 1996）によると、職場のいじめの過程を 2 段階に分けた。  
 
①  服従と支配の段階  
加害者が支配・従属関係をつくり、個人の決定権や自尊心を否定するために、
被害者は服従しなければならない。  
 
②  破壊と抹殺の段階  
被害者が問題に気づき、防衛的になる、もしくは、被害者が反抗的になると、
加害者は、被害者を破壊、抹殺するようになる。  
 
Ⅰ－ 13．  パワー・ハラスメント行動のタイプ  
 
 岡田（ 2004）によると、パワー･ハラスメントは 4 つのタイプに分類するこ
とができる。  
 
①  攻撃型  
 業務の範疇かどうかに関わらず、被害者に対して直接的に攻撃を行う。周囲
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の目があるかないかに関わらず、そのときの気分で行動する傾向がある。  
 
②  否定型  
 その人の存在そのものを軽視し、「被害者の職場における存在を否定する」傾
向がある。陰湿な嫌がらせを通して被害者を追い込む傾向がある。  
 
③  強要型  
自分自身のやり方を無理やり押しつけるといった、上司という権限･威厳を誇
示したがる傾向がある。  
 
④  妨害型  
被害者の仕事そのものだけでなく、仕事に向かう意欲や向上心も妨害しよう  
とする傾向がある。  
 
Ⅰ－ 14．パワー・ハラスメントを引き起こす要因  
 
 パワー・ハラスメントは、それぞれの職場での環境や人間関係によって起こ
されている。では、どのような職場で起こりやすいのであろうか。金子（ 2005 
b）は、 6 つのタイプに分類した。  
 
①  リストラ型…解雇せずに自己退職に追い込もうとするタイプ。  
 
②  職場環境型…軍隊式、体育系、異質排除などのような特異的、閉鎖的な職
場で起こりやすいタイプ。  
 
③  人間関係型…雇用関係の弱さを背景とした人間関係の希薄化によって起こ
りやすいタイプ。  
 
④  労働強化型…仕事中心主義の職場の人間関係で起こりやすいタイプ。  
 
⑤  過剰競争型…能力主義や成果主義により、ノルマや成果を問われる競争的
な職場で起こりやすいタイプ  
 
⑥  セクハラ型…女性の社会進出に戸惑う男性中心社会意識のゆらぎや反発に
よって、女性に対して差別的な職場で起こりやすいタイプ。  
 
6 つのタイプから、パワー・ハラスメントは社会情勢や職場環境、職場の人
間関係が要因ではないかと考えられる。そして、「働く人の人権」が、これらの
パワー・ハラスメントが起こる要因の根底にあるといえるだろう。  
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第Ⅱ章  研究目的  
 
大学生を対象に、今まで受けてきた学校教育における人権教育について把握
することにより、パワー・ハラスメント予防のための、大学や企業内研修の充
実を目途し、改善の手がかりを得ることとした。  
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第Ⅲ章  方法  
 
Ⅲ－ 1．調査対象  
 
本研究の協力者は、大学生を対象とした。2008 年 6 月から 7 月にかけて、大
阪府にある私立大学において、講義の時間を利用させていただき、質問紙を配
布し、回収を行なった。また、2008 年 8 月から 10 月にかけて知人などを通じ
て質問紙を配布し、回収した。質問紙の全配付枚数は 462 枚で、回収枚数は 416
枚（回収率 90.04％）、有効回答数は 355 枚（有効回答率 85.34％）であった（Table 
1）。  
本研究における論理的配慮について、調査時に協力者に対して、無記名で行
われること、回収された回答データは統計的な処理として利用され、個人を特
定できないことなどを協力依頼文書に示した。  
 
Table 1 質問紙の回収率・有効回答率  
  
授業 A 授業 B 授業 C 
知人な
どへの
配布  
合計  
全配布
枚数
（枚）  
 
315 86 15 46 462 
回収枚
数（枚）  
 
295 77 11 33 416 
回収率
（％）  
 
93.65 89.53 73.33 71.74 90.04 
有効回
答（枚）  
 
255 56 11 33 355 
有効回
答率
（％）  
86.44 72.73 100 100 85.34 
 
Ⅲ－ 2．調査内容  
 
調査内容は、大きく分けて、協力者に関する情報（Table 2）、小学校、中学
校、高等学校での人権教育に関する情報（ Table 3）、人権教育に対する印象
（Table 4）、人権教育に対する自分自身の認識（Table 5）、人権教育に対する
考え（Table 6）、人権問題に対する対処方法について（Table 7）、学校以外で
人権教育を学ぶ環境について（Table 8）である。回答形式は、選択肢を設けた
他、自由記述項目を設けた。  
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Table 2 協力者に関する情報  
項目  
・１．あなたの性別は何ですか。  
・あなたの年齢は何歳ですか。  
・あなたは何年生ですか。  
・あなたは何学部ですか。  
・あなたは何学科ですか。  
・あなたが最も長く住んでいた場所はどこですか。（都道府県と市町村）   
 
Table 3 小学校、中学校、高等学校での人権教育に関する情報  
項目  
・中学校・高校での人権教育は誰が行っていましたか。（複数回答可）  
 ①担任  ②養護教諭  ③その他の先生（自由記述）  
・中学校・高校での人権学習はどの教科の教師が行っていましたか。（複数回答
可）  
 ①国語  ②数学  ③社会  ④理科  ⑤英語  ⑥保健体育  ⑦美術  ⑧技術  
⑨音楽  ⑩その他（自由記述）  
・小学校・中学校・高校での人権教育はどの教科で行われていましたか。（複数
回答可）  
 ①道徳  ②学活  ③ホームルーム  ④保健体育  ⑤課外授業  ⑥総合学習  
 ⑦その他（自由記述）  
・あなたが今まで受けてきた人権学習についてお聞きします。（複数回答可）  
①  障害者の問題  ②ハンセン病の人々の問題  ③ HIV・エイズの問題   
④ 薬 害 問 題  ⑤ 平 和 教 育  ⑥ い じ め の 問 題  ⑦ 虐 待 の 問 題  ⑧ 命 の 問 題  
⑨在日外国人問題  ⑩人種問題  ⑪同和問題  ⑫性の問題   
⑬就職に関する問題  ⑭労働者の失業に関する問題   
⑮労働者の過労死に関する問題  ⑯高齢者の問題  ⑰貧富の差の問題  ⑱
その他（自由記述）  
・あなたは人権教育をどのような学習方法で学びましたか。（複数回答可）  
 ①グループや学級での話し合い  ②ロールプレイなどの体験的な学習  
③ゲストを迎えての講演会やインタビュー   
④本やインターネットでの調べ学習  ⑤プリントや本の朗読   
⑥ビデオや映画鑑賞  ⑦作文や感想文を書く⑧社会見学   
⑨掲示板での資料掲示  ⑩その他（自由記述）  
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Table 4 印象に残る人権教育  
項目  
・今まで小・中・高での人権学習を振り返って、 1 番印象に残っていることは
何ですか。  
①  障害者の問題  ②ハンセン病の人々の問題  ③ HIV・エイズの問題   
④ 薬 害 問 題  ⑤ 平 和 教 育  ⑥ い じ め の 問 題  ⑦ 虐 待 の 問 題  ⑧ 命 の 問 題  
⑨在日外国人問題  ⑩人種問題  ⑪同和問題  ⑫性の問題   
⑬就職に関する問題  ⑭労働者の失業に関する問題   
⑮労働者の過労死に関する問題  ⑯高齢者の問題  ⑰貧富の差の問題  ⑱
その他（自由記述）  
・その理由。（自由記述）  
・そこで感じたこと。（自由記述）  
 
Table 5 人権教育に対する自分自身の認識  
項目  
・今まで、学校で人権教育を受けてきて、自分自身にとって、効果はありまし
たか。  
・その理由。（自由記述）  
・今まで人権教育を受けてきて、人権教育は必要だと思いますか。  
・その理由。（自由記述）  
・他に人権問題はありますか。（自由記述）  
 
Table 6 人権教育に対する考え  
項目  
・あなたが今まで人権学習を受けてきて、良かったと思う点と改善すべき点が
あればお教えください。（自由記述）  
 
Table 7 人権問題に対する対処方法について  
項目  
・もし、あなた自身が人権を侵害されるような事態に遭遇したら、あなたはど
のような態度を示し、どのように解決しますか。（自由記述）  
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Table 8 学校以外で人権教育を学ぶ環境について  
項目  
・学校において、人権教育の時間がなかった場合、人権教育について、どのよ
うな場面で人権について学び、考えますか。（複数回答可）  
①家族との関わりの中で考える  ②友人との関わりの中で考える   
③地域の人々の関わりの中で考える  ④マスメディアの情報で考える  
⑤学校での他の授業で考える  ⑥人権について考えない  
⑦その他（自由記述）  
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第Ⅳ章  結果・考察  
 
Ⅳ－ 1．協力者に関する情報  
 
本研究の協力者は、男性 150 名（ 42％）、女性 205 名（ 58％）であった。（Figure 
1）男性の平均年齢は 20.8 歳（ 19 歳から 30 歳、SD＝ 2.22）、女性は 20.5 歳（ 18
歳から 45 歳、 SD＝ 2.17）であった。協力者の年齢分布（Figure2）、学年分布
（Figure3）は、以下の通りであった。また、協力者は、文系の学生が 318 名、
理系の学生が 37 名で、学部の詳細は Table 9 の通りであった。協力者の出身地
は Table10 の通りであった。  
 
Figure 1 協力者の構成  
 
Figure 2 協力者の年齢分布  
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女, 205人, 58%
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Figure 3 協力者の学年分布  
 
Table 9 協力者の学部（単位：人）  
健康福
祉学部  
工学部  社会福
祉学部  
社会福
祉学研
究科  
商学部  薬学部  理工学
研究科  
理工学
部  
15 13 300 2 1 19 1 4 
 
Table 10 協力者の出身地（単位：人）  
 
愛知県  
 
愛媛県  岡山県  沖縄県  宮城県  京都府  熊本県  
1 6 
 
3 2 1 13 1 
広島県  香川県  高知県  三重県  山口県  滋賀県  神奈川県  
 
3 4 2 7 
 
3 4 1 
静岡県  
 
大阪府  長崎県  長野県  鳥取県  島根県  徳島県  
4 149 2 
 
1 3 3 1 
奈良県  富山県  福井県  福岡県  兵庫県  北海道  和歌山県  
 
64 2 2 5 50 1 17 
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Ⅳ－ 2．小学校、中学校、高等学校での人権教育に関する情報  
 
①  人権教育を誰に教わっているか  
「人権教育を中学校、高校で誰が行っていましたか。」という質問に対して、
回答結果は Figure 4 であった。中学校では 355 人全員、高等学校においても
297 名と大多数の人が担任の先生から人権教育を教わったと回答した。これは
学校生活において、一番多く関わる先生から人権教育を学ぶといえるだろうか。
また、その他の回答として、中学校では「覚えていない」、「校長先生」、「外部
の方」、「宗教」「学校全体」などという回答があった。高等学校においも「覚え
ていない」、「宗教」、「外部の方」、「学校全体」などの回答があった。  
 
Figure 4 人権教育は誰が行なっていましたか  
 
②  人権教育はどの教科担当の教師が教えているのか  
「人権教育を中学校、高等学校でどの教科担当の教師が行っていましたか。」
という質問に対して、回答結果は Figure 5 であった。中学校において、最も多
かったのが国語科担当の教師で 117 名、続いて社会科担当の教師で 108 名であ
った。高等学校では、最も多かったのが社会科担当の先生で 104 名、続いて国
語科担当の先生で 101 名であった。中学校、高等学校共に多くの人が国語科、
社会科の教師に教わっていた。また、その他の回答としては、中学校では「忘
れた」、「外部の方」、「家庭科」、「生活指導」などという回答があった。高等学
校においては、「忘れた」、「宗教」、「外部の方」、「家庭科」「倫理」、「福祉」、
「農業」などの回答があった。  
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Figure 5 どの教科担当の教師に人権教育を教わっているか  
 
③  人権教育を行っている授業  
「小学校・中学校・高等学校での人権教育をどの教科で行われていましたか。」
という質問に対して、回答結果は Figure6 であった。小学校では、334 名が「道
徳」で人権教育を行ったと回答し、最も多かった。中学校では、 127 名が「ホ
ームルーム」、124 名が「総合学習」で人権教育を行ったと回答した。高等学校
においては、157 名が「ホームルーム」、138 名が「総合学習」で人権教育を行
ったと回答した。その他の回答としては小学校では「覚えていない」「忘れた」
などという回答があった。中学校では「覚えていない」、「宗教」、「社会」など
とい回答があった。高等学校では「覚えていない」、「宗教」、「社会」、「公民」、
「福祉」、「家庭科」などという回答があった。  
 
Figure 6 人権教育を行った授業  
 
 
0
50
100
150
200
250
300
350
400
道
徳
学
活
ホ
ー
ム
ル
ー
ム
保
健
体
育
課
外
授
業
総
合
学
習
そ
の
他
授業
人
数
小学校
中学校
高校
 - 23 - 
④  人権教育の内容  
「今まで、どのような人権教育を受けてきたか。」という質問に対して、小学
校低学年の回答結果は Figure7 であった。最も高い割合を示した人権教育の内
容は、「⑥いじめ問題」であり、 19.2％であった。最も低い割合を示したのは、
「⑭労働者の失業問題に関する問題」と「⑮労働者の過労死に関する問題」で、
0.2％であった。  
パワー・ハラスメントと関わる人権教育の内容として、「⑥いじめ問題」、「⑫
性の問題」、「⑭労働者の失業に関する問題」、「⑮労働者の過労死に関する問
題」がある。「⑥いじめ問題」は、最も割合高かったものの、その他の「⑫性の
問題」は 3.4％、「⑭労働者の失業に関する問題」と「⑮労働者の過労死に関す
る問題」は、先に述べたように 02.％であり、低い値を示した。  
 
Figure 7 小学校低学年における人権教育の内容  
 
「今まで、どのような人権教育を受けてきたか。」という質問に対して、小学
校高学年の回答結果は Figure8 であった。最も高い割合を示した人権教育の内
容は、小学校低学年と同じく「⑥いじめの問題」であり、 15.5％であった。最
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も低い割合を示したのは、「⑮労働者の過労死に関する問題」で、 0.3％であっ
た。  
パワー・ハラスメントに関わるその他の人権教育の内容の割合は、「⑫性の問
題」が 8.4％、「⑭労働者の失業に関わる問題」が、 0.6％であった。「⑫性の問
題」は、小学校低学年より、高い値を示したが、「⑭労働者の失業に関わる問題」、
「⑮労働者の過労死に関する問題」は、小学校低学年より、高い値を示したが、
依然、低い値を示した。  
 
 
Figure 8 小学校高学年における人権教育の内容  
 
「今まで、どのような人権教育を受けてきたか。」という質問に対して、中学
校の回答結果は Figure9 であった。最も高い割合を示した人権教育の内容は、
小学校低学年、小学校高学年と同じく、「⑥いじめ問題」であり、10.6％であっ
た。最も低い割合を示した人権教育の内容は、「⑮労働者の過労死に関する問
題」で、 1.5％であった。  
パワー・ハラスメントに関わるその他の人権教育の内容の割合は、「⑫性の問
題」が 8.1％、「⑭労働者の失業に関わる問題」が 1.8％であった。依然、労働
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に関する問題は、低い値を示した。  
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Figure 9 中学校における人権教育の内容  
 
「今まで、どのような人権教育を受けてきたか。」という質問に対して、高等
学校の回答結果は Figure10 であった。最も高い割合を示した人権教育の内容
は「HIV・エイズの問題」であり、9.0％であった。最も低い割合を示した人権
教育の内容は、「②ハンセン病の人々の問題」であり、 2.7％であった。  
パワー・ハラスメントに関わる人権教育の内容の割合は、「⑥いじめの問題」
が 7.7％、「⑫性の問題」が 7.2％、「⑭労働者の失業に関わる問題」が 3.8％、
「⑮労働者の過労死に関する問題」が 3.9％であった。小学校の頃に比べると、
労働に関する問題は、高い値を示した。  
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Figure 10 高等学校における人権教育の内容  
 
「今まで、どのような人権教育を受けてきたか。」という質問に対して、小学
校低学年から高等学校までに授業で行った全ての人権教育の内容の合計は、
Figure 11 の通りであった。小学校から高等学校までで最も多く行った人権教
育の内容は、「⑥いじめの問題」で、11.8%であった。小学校から高等学校まで
で最も少なかった人権教育の内容は、「⑮労働者の過労死に関する問題」で、
1.9％であった。  
 パワー・ハラスメントの関わるその他の人権教育の内容は、「⑫性の問題」が
7.2％、「⑭労働者の失業に関わる問題」が 2.0％であった。  
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Figure 11 小学校低学年から高等学校までに授業で行った全ての  
人権教育の内容の合計  
 
次に、集計結果から、「小学校低学年と小学校高学年」、「小学校高学年と中学
校」、「中学校と高等学校」で、それぞれ二項検定を行った。  
「小学校低学年と小学校高学年」では、「②ハンセン病の人々の問題」、「⑧命
の問題」、「⑬就職に関する問題」、「⑮労働者の過労死に関する問題」以外の人
権問題で有意な差あり、学習する機会が増えたことがわかった（Table 11）。  
「小学校高学年と中学校」では、「⑤平和教育」、「⑥いじめ問題」、「⑧命の問
題」、「⑪同和問題」以外の人権問題で有意な差があり、学習する機会が増えた
ことがわかった（Table 12）。  
「中学校と高等学校」では、「④薬害問題」、「⑬就職に関する問題」、「⑭労働
者の失業に関する問題」、「⑮労働者の過労死に関する問題」、「⑯高齢者の問
題」、「⑰貧富の差の問題」で有意な差があり、学習する機会が増えたことがわ
かった。しかし、「⑤平和教育」、「⑥いじめ問題」も有意な差があったが、この
2 つは、学習する機会が減ったことがわかった（Table 13）。  
また、パワー・ハラスメントに関わる人権問題である「⑭労働者の失業に関
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する問題」は、それぞれで有意な差があり、学習する機会が増えたことがわか
った。  
 
Table 11 小学校低学年×小学校高学年の二項検定  
      小学校低学年  小学校高学年  Z 値  
①障害者の問題  106 139 -2.108  
②ハンセン病の人々の問題  8 17 -1.800  
③HIV・エイズの問題  31 98 -5.899  
④薬害問題  12 48 -4.648  
⑤平和教育  143 214 -3.758  
⑥いじめの問題  171 222 -2.573  
⑦虐待の問題  23 44 -2.566  
⑧命の問題  128 149 -1.262  
⑨在日外国人問題  34 69 -3.449  
⑩人種問題  47 106 -4.770  
⑪同和問題  47 97 -4.167  
⑫性の問題  30 120 -7.348  
⑬就職に関する問題  7 12 -1.147  
⑭労働者の失業に関する問題  2 9 -2.111  
⑮労働者の過労死に関する問題  2 5 -1.134  
⑯高齢者の問題  8 30 -3.569  
⑰貧富の差の問題  19 38 -2.517  
⑱その他  66 18 5.237  
 
Table 12 小学校高学年×中学校の二項検定  
      小学校高学年  中学校  Z 値  
①障害者の問題  139 177 -2.138  
②ハンセン病の人々の問題  17 47 -3.750  
③HIV・エイズの問題  98 212 -6.475  
④薬害問題  48 118 -5.433  
⑤平和教育  214 193 1.041  
⑥いじめの問題  222 223 -0.047  
⑦虐待の問題  44 101 -4.734  
⑧命の問題  149 168 -1.067  
⑨在日外国人問題  69 125 -4.021  
⑩人種問題  106 158 -3.200  
⑪同和問題  97 114 -1.170  
⑫性の問題  120 169 -2.882  
⑬就職に関する問題  12 60 -5.657  
⑭労働者の失業に関する問題  9 37 -4.128  
⑮労働者の過労死に関する問題  5 32 -4.439  
⑯高齢者の問題  30 69 -3.920  
⑰貧富の差の問題  38 80 -3.866  
⑱その他  18 12 1.095  
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Table 13 中学校×高等学校の二項検定  
 
 
⑤  人権教育の授業形態  
「人権教育をどのような学習方法で学びましたか。」という質問に対して、小
学校低学年の回答結果は Figure 11 であった。最も高い割合を示した授業形態
は「⑤プリントや本の朗読」であり、 19.5％であった。最も低い割合を示した
授業形態は「②ロールプレイなどの体験的学習」であり、 2.0％であった。  
      中学校  高校  Z 値  
①障害者の問題  177 161 0.870  
②ハンセン病の人々の問題  47 60 -1.257  
③HIV・エイズの問題  212 203 0.442  
④薬害問題  118 152 -2.069  
⑤平和教育  193 152 2.207  
⑥いじめの問題  223 173 2.513  
⑦虐待の問題  101 116 -1.018  
⑧命の問題  168 164 0.220  
⑨在日外国人問題  125 125 0.000  
⑩人種問題  158 135 1.344  
⑪同和問題  114 99 1.028  
⑫性の問題  169 162 0.385  
⑬就職に関する問題  60 129 -5.019  
⑭労働者の失業に関する問題  37 86 -4.418  
⑮労働者の過労死に関する問題  32 87 -5.042  
⑯高齢者の問題  69 111 -3.130  
⑰貧富の差の問題  80 117 -2.636  
⑱その他  12 20 -1.414  
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Figure 12 小学校低学年における人権教育の授業形態  
 
「人権教育をどのような学習方法で学びましたか。」という質問に対して、小
学校高学年の回答結果は Figure 12 であった。最も高い割合を示した授業形態
は「①グループや学級での話し合い」であり、 18.2％であった。最も低い割合
を示した授業形態は「⑨掲示板での資料掲示」であり、 2.6％であった。  
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Figure 13 小学校高学年における人権教育の授業形態  
 
「人権教育をどのような学習方法で学びましたか。」という質問に対して、中
学校の回答結果は Figure 13 であった。最も高い割合を示した授業形態は「⑥
ビデオや映画鑑賞」であり、 17.3％であった。最も低い割合を示したのは「⑨
掲示板での資料掲示」であり 2.6％であった。  
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Figure 14 中学校における人権教育の授業形態  
 
「人権教育をどのような学習方法で学びましたか。」という質問に対して、高
等学校の回答結果は Figure 14 であった。最も高い割合を示した授業形態は「③
ゲストを迎えての講演会やインタビュー」であり、 17.6％であった。最も低い
割合を示した授業形態は「⑨掲示板での資料掲示」であり、 2.8％であった。  
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Figure 15 高等学校における人権教育の授業形態  
 
次に、集計結果から、「小学校低学年と小学校高学年」、「小学校高学年と中学
校」、「中学校と高等学校」で、それぞれ二項検定を行った。  
「小学校低学年と小学校高学年」では、「⑤プリントや本の朗読」、「⑨掲示板
での資料掲示」以外の授業形態で有意な差があり、それぞれの学習形態で人権
教育を学ぶ機会が増えたことがわかった（Table 14）。  
「小学校高学年と中学校」では、「③ゲストを迎えての講演会やインタビュー」、
「④本やインターネットでの調べ学習」の授業形態で有意な差があり、これら
の学習形態で人権教育を学ぶ機会が増えたことがわかった (Table 15)。  
「中学校と高等学校」では、すべての学習形態で有意な差はなく、中学校と
学習形態は変わらなかったことがわかった（Table 16）。  
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Table 14 小学校低学年×小学校高学年の二項検定  
      小学校低学年  小学校高学年  Z 値  
①グループや学級での話し合い  124 169 -2.629  
②ロールプレイなどの体験的な学習  14 32 -2.654  
③ゲストを迎えての講演会やインタビュー  56 101 -3.591  
④本やインターネットでの調べ学習  23 40 -2.142  
⑤プリントや本の朗読  136 158 -1.283  
⑥ビデオや映画鑑賞  126 164 -2.231  
⑦作文や感想文を書く  102 137 -2.264  
⑧社会見学  28 72 -4.400  
⑨掲示板での資料掲示  19 24 -0.762  
⑩その他  68 31 3.719  
 
Table 15 小学校高学年×中学校の二項検定  
      小学校高学年  中学校  Z 値  
①グループや学級での話し合い  169 179 -0.536  
②ロールプレイなどの体験的な学習  32 42 -1.162  
③ゲストを迎えての講演会やインタビュー  101 182 -4.815  
④本やインターネットでの調べ学習  40 74 -3.184  
⑤プリントや本の朗読  158 154 0.226  
⑥ビデオや映画鑑賞  164 186 -1.176  
⑦作文や感想文を書く  137 150 -0.767  
⑧社会見学  72 58 1.228  
⑨掲示板での資料掲示  24 27 -0.420  
⑩その他  31 23 1.089  
 
Table 16 中学校×高等学校の二項検定  
      中学校  高校  Z 値  
①グループや学級での話し合い  179 144 1.947  
②ロールプレイなどの体験的な学習  42 38 0.447  
③ゲストを迎えての講演会やインタビュー  182 172 0.531  
④本やインターネットでの調べ学習  74 69 0.418  
⑤プリントや本の朗読  154 145 0.520  
⑥ビデオや映画鑑賞  186 162 1.287  
⑦作文や感想文を書く  150 140 0.587  
⑧社会見学  58 46 1.177  
⑨掲示板での資料掲示  27 27 0.000  
⑩その他  23 33 -1.336  
 
Ⅳ－ 3．印象に残る人権教育  
 
①  最も印象に残った人権教育  
「小・中・高での人権教育での人権教育を振り返って、 1 番印象に残ってい
ることは何ですか」という質問に対して、回答結果は Figure 15 であった。最
も高い割合を示したのは、「⑤平和教育」であり、16.1％であった。最も低い割
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合を示したのは、「⑭労働者の失業に関する問題」、「⑮労働者の過労死に関す
る問題」であり、 0％であった。  
パワー・ハラスメントに関わるその他の人権教育の内容の割合は、「⑥いじめ
の問題」が 14.9％、「⑫性の問題」、が 2.5％であった。  
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Figure 16 印象に残る人権教育  
 
次に、「小学校低学年から高等学校までに授業で行った全ての人権教育の内
容の合計」と「印象に残る人権教育」で Spearman の順位相関を行った。その結
果は、Table 17 であった。非常に高い相関であることから、学習の機会が多い
と、印象に残るということがわかった。  
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Table 17 小学校低学年から高等学校までに授業で行った全ての人権教育  
の内容の合計×印象に残る人権教育の Spearman の順位相関  
  授業を受けた合計  印象に残る人権教育  
授業を受けた合計  ―  .857 * * 
印象に残る人権教育  
  ―  
  **p＜ .01 
 
②  印象に残った理由  
一番印象に残った人権教育について、選択肢の中から選んだ理由を自由記述
で回答していただいた。自由回答を以下のように分類した（Table 18）。  
 
Table 18 選んだ理由  
項目  人数  割合  
授業回数が多かったから 76 21.4  
身近な問題だから  75 21.1  
体験者やゲストと交流したから  38 10.7  
重要な問題だと思うから 33 9.3  
施設などへ見学に行ったから  32 9.0  
興味があったから  30 8.5  
記憶に残っているから  27 7.6  
問題を体験したから  17 4.8  
授業が詳しかったから  16 4.5  
無記入  11 3.1  
 
 このことから、自分自身に関係する問題や何回も同じものことを聞くと印象
に残りやすいということだと考えられるだろう。また、体験者との交流や施設
などへ見学に行ったなど、机上ではない特徴的な教育で学ぶと印象に残ると考
えられるだろう。  
 
Ⅳ－ 4．人権教育に対する自分自身の認識  
 
①  人権教育の効果  
「人権教育を受けてきて、自分自身にとって、効果はありましたか。」という
質問に対して、 5 件法で選択し、回答していただいた。回答結果は、Table 19
であった。  
 
Table 19 人権教育の効果  
①大変効果
があった。  
②効果があ
った  
③どちらとも
いえない  
④あまり効
果がなかっ
た  
⑤効果がな
かった  
49 195 78 27 6 
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これらの集計結果を、「男性と女性」、「文系と理系」、「田舎と都会」に分類し、
Mann-Whitney の U 検定を行った。  
その結果、すべてで有意な差がなく、両者とも同じように考えていることが
わかった。  
 
②  人権教育の必要性  
「人権教育を受けてきて、人権教育は必要だと思いますか。」という質問に対
して、5 件法で選択し、回答していただいた。回答結果は、Table20 であった。  
 
Table 20 人権教育の必要性  
①かなり必要
だ  
②必要だ  ③どちらとも
いえない  
④あまり必
要でない  
⑤必要でな
い  
117 201 27 10 0 
 
これらの集計結果を、「男性と女性」、「文系と理系」、「田舎と都会」に分類し、
Mann-Whitney の U 検定を行った。  
その結果、すべてで有意な差がなく、両者とも同じように考えていることが
わかった。  
 
③  その他の人権教育  
「今までの挙げた人権問題以外で、人権問題であると思う問題があれば教え
てください。」という質問に対して、自由記述で回答していただいた。自由回答
を以下のように分類した（Table 21）。  
 
Table 21 人権問題だと思う問題  
項目  人数  割合  
格差社会（ワーキング・プアなど）  6 1.7  
職場での問題  5 1.4  
女性の問題（売春行為など）  4 1.1  
偏見（見た目など）  3 0.8  
セクシャル・ハラスメント  3 0.8  
パワー・ハラスメント  3 0.8  
マスメディアによる過剰報道  3 0.8  
学校の問題（モンスター・ペアレントなど）  2 0.6  
少年犯罪・非行  2 0.6  
インターネットでの書き込み（誹謗・中傷や自殺予告など）  2 0.6  
ストリートチルドレン  2 0.6  
加害者擁護による被害者への人権  1 0.3  
喫煙の問題  1 0.3  
脳死問題  1 0.3  
動物虐待  1 0.3  
無回答  316 89.0  
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Ⅳ－ 5．人権教育に対する考え  
 
「今まで人権教育を受けてきて、良かったと思う点と改善すべき点があれば
教えてください。」という質問に対して、自由記述で回答していただいた。自由
回答を以下のように分類した（Table 22、Table 23）。  
 
Table 22 良かったと思う点  
項目  人数  割合  
様々な問題を知ることが可能  37 10.4  
知識の増加  31 8.7  
体験者やゲストとの交流  28 7.9  
施設などへの見学  26 7.3  
視聴覚教材の使用  18 5.1  
問題解決の糸口  16 4.5  
価値観、意識への影響  14 3.9  
体験的な学習方法  13 3.7  
他の学校との交流  7 2.0  
無回答  165 46.5  
 
Table 23 改善すべき点  
項目  人数  割合  
受身的な学習方法  56 15.8  
学ぶ時間の少なさ  37 10.4  
内容の難しさ  31 8.7  
教師の知識  26 7.3  
偏見へのつながり  15 4.2  
意見の偏り  11 3.1  
差別用語の使用  6 1.7  
無回答  173 48.7  
 
 
Ⅳ－ 6．人権問題に対する対処方法  
 
「あなた自身が人権を侵害されるような事態に遭遇したら、どのような態度
を示し、どのように解決しますか。」という質問に対して、自由記述で回答して
いただいた。自由回答を以下のように分類した（Table 24）。  
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Table 24 対処方法  
項目  人数  割合  
身近な人に相談に行く  56 15.8  
専門機関に相談する 53 14.9  
反抗する  42 11.8  
態度で示す  39 11.0  
どうしようもできない  31 8.7  
相手と話し合う  24 6.8  
時と場合による  18 5.1  
わからない、無回答  92 25.9  
 
Ⅳ－ 7．学校以外での人権教育を学ぶ環境について  
 
「学校において、人権教育の時間がなかった場合、人権教育について、どの
ような場面で人権について学び、考えますか」という質問に対して、回答結果
は Figure 16 であった。多くの人が、何らかの形で人権について考えると回答
した。最も多かった回答は「②友人との関わりの中で考える」であり、 165 人
（ 22％）であった。  
「⑥人権について考えない」と回答した人は、 17 人（ 2％）であった。少数
ではあるが、人権について考えない人がいるということは、非常に残念な結果
であった。  
Table 25 人権教育の環境  
項目  人数  割合  
④マスメディアの情報で考える  182 23.9  
②友人との関わりの中で考える  165 21.6  
①家族との関わりの中で考える  149 19.5  
③地域の人々の関わりの中で考える  128 16.8  
⑤学校での他の授業で考える  98 12.8  
⑥人権について考えない 18 2.4  
⑦その他  23 3.0  
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第Ⅴ章  総合考察  
 
成果主義の導入、企業間競争の激化、社会的不況など、社会は目まぐるしく
変化し続けている今日、最小限の人で仕事をこなし、競争相手の企業に勝たな
ければならない。また、同じ企業で働いていても、同僚、上司、部下は競争相
手になってしまい、人一倍仕事をこなさなければならず、労働者たちの仕事量
は増え、余裕がなくなり、労働者たち自身の人権を尊重することが難しくなっ
てしまったのではないだろうか。パワー･ハラスメントは、こうした状況で、人
間関係の構築、人権の尊重などが難しくなり、発生してしまう。パワー･ハラス
メントは、企業にとってよい結果を生むことはなく、なくしていかなければな
らない企業における深刻な人権問題である。  
人権について、多く教育を受けるのは学校現場である。学校での人権教育が
児童、生徒にとって有効であり、成人してからも有効であれば、社会で起こる
人権侵害の問題は減少、もしくは、なくなるだろう。働く場で起こるパワー･
ハラスメントやセクシャル・ハラスメントなどの問題でも、根底にある働く人
の人権を尊重することができるならば、発生を防ぐことはできるだろう。つま
り、学校での人権教育の充実が必要である。  
学校で学ぶ人権問題で、「いじめの問題」がある。「いじめの問題」はパワー・
ハラスメントと深く関わっているので、学習の転移が生じるのではないだろう
か。学習の転移が生じる条件として、「同一性・類似性」、「学習程度」がある。
今回の調査結果において、最も多く学習する機会が多かった人権問題は「いじ
め問題」であった。小学校低学年から高等学校で、「いじめ問題」について学習
したと回答した合計個数が 789（ 11.8％）であった。このことから、「いじめの
問題」は、学習の転移が生じる条件である「学習程度」は満たしているだろう。
また、パワー・ハラスメントは、職場で「権力」や「職権」を用いた「嫌がら
せ」や「いじめ」である。このことから、「いじめの問題」、は学習の転移が生
じる条件である「同一性・類似性」は満たしているだろう。  
つまり、人権教育で「いじめの問題」を学習することによって、パワー・ハ
ラスメントの問題に、学習の転移が生じやすいだろう。では、ほんとうに児童、
生徒たちが「いじめもの問題」を学習することによって、パワー・ハラスメン
ト問題に学習の転移がされるだろうか。  
文部科学省の調査（ 2008）によると、2007 年度のいじめの認知件数は 101,127
件であった。 2006 年度のいじめの認知件数が 124,898 件であり、 23,771 件減
少した。しかし、減少したとはいえ、かなりの認知件数だといえる。また、い
じめの態様のうち、パソコンや携帯電話を使ったいじめは 5,899 件であり、前
年度より 1,016 件増加していた。このようなパソコンや携帯電話を使ったいじ
めは発見しにくいのではないかと考えられる。つまり、2007 年度のいじめの認
知件数 101,127 件よりも多いのではないかと考える。  
人権教育において「いじめ問題」を学習する機会が最も多かったにもかかわ
らず、これだけ多くのいじめが認知されているということは、現在行なわれて
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いる「いじめ問題」の人権教育が、児童、生徒には、あまり伝わっていないと
いうことだろう。そして、パワー・ハラスメントの問題には学習の転移は生じ
にくいということになるだろう。  
学習の転移が生じにくい原因の一つ目として、授業形態にあるのではないか
と考えた。今回の調査結果でも、「プリントや本の朗読」や「ビデオや映画鑑賞」
の割合が高かった。つまり、現在、多くの学校で行なわれている人権教育の学
習方法は、机上で受身的な学習方法であるということになる。机上での受身的
な学習方法が多く行なわれているが、一度学習しただけでは後の学習に、転移
は生じにくいだろう。今回の調査でも、印象に残った理由として、最も多かっ
たのが「授業の回数が多かったから」という結果がでた。同じテーマについて、
何度も繰り返し学習することにより、学習の転移が生じるということができる
だろう。しかし、今回の調査で、現在の人権教育について、改善点があるかと
いう質問に対して、56 名で最も多かった回答が「受身的な学習方法」であった。
受身的な学習方法ではなく、他の授業形態のほうがより学習の転移が生じやす
くなるのではないだろうか。  
そこで、受身的な授業ではなく、児童、生徒が主体的となって行なう授業が
学習の転移生じやすいと考えた。今回の調査項目では、「ロールプレイなどの体
験的な学習」、「本やインターネットでの調べ学習」が学習の転移が生じやすい
主体的な授業形態として考えられる。また、印象に残った理由と人権教育でよ
かった点それぞれに「体験者やゲストとの交流」、「施設などへ見学」が上位に
挙げられた。これは、「ゲストを迎えての講演会やインタビュー」のような体験
者や専門家との交流する授業形態や「社会見学」のような実際に現場に行き、
見学や体験をするような授業形態は学習の転移が生じやすいと考えられる。今
回の調査結果では、「ゲストを迎えての講演会やインタビュー」は、小学校低学
年で 8.0％であったが、年齢が上がるにつれて、割合は増加し、高等学校では、
最も割合が高くなった。しかし、その他の学習の転移が生じやすいと考えられ
る授業形態は、少ない割合であり、あまり授業形態として、用いられていなか
った。つまり、「ロールプレイなどの体験的な学習」、「本やインターネットでの
調べ学習」、「社会見学」のような児童、生徒にとって、主体的な授業形態を、
現在よりも増加させる必要があると考えられる。  
また、学習の転移が生じにくい原因の二つ目として、学ぶ機会が少ないので
はないかと考えた。人権教育を机上で受身的な授業で行なうことが多いという
ことは、同じテーマを何度も繰り返し学習しなければならないので、後の学習
に、転移が生じる状態になるまで多くの時間が必要となり、授業時間数を増や
さなければならないだろう。しかし、学校の授業時間数は決まっているので、
人権教育の授業時間数を増やすことは難しいのではないだろうか。今回の調査
でも、人権教育についての改善点として、37 名の人が「学ぶ時間の少なさ」と
回答し、二番目に多かった。このことから、現在の人権教育で行なわれている
受身的な授業形態では、学習の転移が生じる状態になるまで時間がかかりすぎ
てしまい、個別テーマ学習にとどまってしまっていると考えられる。ところが、
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人権教育についての良かった点として、「様々な問題を知ることが可能」という
回答が 37 名で最も多かった。これは、個別テーマ学習にとどまっていないと
いうことになるのではないだろうか。つまり、個別テーマ学習にとどまってい
るのではなく、受身的な学習方法で、同じテーマについて、短期間に人権教育
を行なっていて、そのために後の学習に、学習の転移が生じにくいのではない
だろうか。  
これらのことから、現在、学校現場で行なわれている人権教育の現状は、受
身的な授業形態が多く、同じテーマを短い期間で授業を行なうために、後の学
習に、転移が生じにくいと考えた。  
また、今回の調査結果から、人権教育の改善点として、「内容の難しさ」とい
う回答が挙げられている。短期間に学習を行うため、児童、生徒に個別テーマ
問題自体もなかなか伝わりにくくなっていて、理解が難しくなっているのでは
ないだろうか。  
より良い人権教育を行なうには、机上での学習だけでなく、「ロールプレイな
どの体験学習」や「本やインターネットでの調べ学習」などの主体的な学習の
転移が生じやすいと考えられる授業形態の授業を増やして行なうべきだろう。
そして、学習の転移が生じやすい授業形態においても、同じテーマの授業を短
期間ではなく、時間をかけて授業を行なっていかなければならないだろう。し
かし、学校で、人権教育を行なえる授業時間数は限られているので、学校以外
での人権教育も充実させていく必要があるだろう。今回の調査結果でも、「家族
との関わりの中で考える」、「友人との関わりの中で考える」、「地域の人々の関
わりの中で考える」、「マスメディアの情報で考える」という回答が多かったよ
うに、周辺と深く関わることが必要になるのではないだろうか。また、人権教
育の内容は、身近な問題から取り扱い、授業を行なっていくべきではないだろ
う。今回の調査結果において、小学校低学年、小学校高学年、中学校において
最も学習した人権問題が「いじめの問題」であるということは、児童、生徒に
とって最も身近な問題であるからだろう。「いじめの問題」以外でも、年齢に応
じて、様々な人権問題について学習していく必要があるはずである。今回の調
査の結果においても、高等学校では、小学校低学年、小学校高学年、中学校で
高い割合を示していた「いじめの問題」や「平和教育」が学習する機会が減っ
ていた。そして、高等学校までは学習する機会が少なかった人権問題が学習す
る機会が増えている。  
では、パワー・ハラスメントの問題を、人権教育で学習する時期として適し
ているのはいつ頃からだろうか。1998 年度から、兵庫県で「トライやる」とい
う名称で、中学 2 年生を対象に長期間の職場体験を実施した。その後、全国各
地で、長期間の職場体験が実施されるようになった。このことから、中学 2 年
生以降、人権教育のテーマにパワー・ハラスメントの問題を取り扱うことは可
能になるだろう。しかし、今回の調査結果では、パワー・ハラスメントとも関
係している「労働者の失業に関する問題」、「労働者の過労死に関する問題」は、
中学校までは非常に低い割合を示した。高等学校ではかなり増加したが、他の
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問題と比べるとまだまだ低い割合であった。やはり高等学校では、進路先とし
て、就職があることから、労働に関する問題を学習する割合が増加したのでは
ないかと考えられる。  
やはり、パワー・ハラスメントの問題については、大学や就職してから、人
権教育で学習していくべき問題になるのではないだろうか。大学生や社会人に
とって、パワー・ハラスメントの問題は、より身近な問題となり、これから生
きていく上で、重要な課題となるだろう。しかし、高等学校までと同じような
机上での授業形態が多くなってはいけないだろう。後の学習に、転移が生じや
すい体験的で主体的な授業形態で授業を行い、問題についてより深く追求して
いかなければならない。そして、授業で学習するだけではなく、日頃の生活を
通して考えていく必要があるだろう。  
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                    【人権に関するアンケート】  
１．あなたの性別は何ですか。                   男    ・   女 
２．あなたの年齢は何歳ですか。                 （            ）歳 
３．あなたは何年生ですか。                    （            ） 
４．あなたは何学部ですか。                    （            ） 
５．あなたは何学科ですか。                    （            ） 
６．あなたが最も長く住んでいた場所はどこですか。  ①都道府県名（           ）     
                                    ②市町村名（            ） 
７．中学校・高校での人権教育は誰が行っていましたか。（複数回答可） 
     中学校 高校 
   ①担任     
   ②養護教諭     
   ③その他の先生（      ）     
８．中学校・高校での人権学習はどの教科の教師が行っていましたか。 
  当てはまるものに○をつけてください。（複数回答可）  
     中学校 高校 
     ①国語     
     ②数学     
     ③社会     
     ④理科     
     ⑤英語     
     ⑥保健体育     
     ⑦美術     
     ⑧技術     
     ⑨音楽     
     ⑩その他（        ）     
９．小学校・中学校・高校での人権教育はどの教科で行われていましたか。 
  当てはまるものに○をつけてください（複数回答可）  
  小学校 中学校 高校 
  ①道徳       
  ②学活       
  ③ホームルーム       
  ④保健体育       
  ⑤課外授業       
  ⑥総合学習       
  ⑦その他（        ）       
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１０．あなたが今まで受けてきた人権学習についてお聞きします。   
  当てはまるものに○をつけてください。（複数回答可）     
  小（低学年） 小（高学年） 中学校 高校 
①障害者の問題             
②ハンセン病の人々の問題           
③HIV・エイズの問題             
④薬害問題             
⑤平和教育             
⑥いじめの問題             
⑦虐待の問題             
⑧命の問題             
⑨在日外国人問題             
⑩人種問題             
⑪同和問題             
⑫性の問題             
⑬就職に関する問題             
⑭労働者の失業に関する問題           
⑮労働者の過労死に関する問題           
⑯高齢者の問題             
⑰貧富の差の問題             
⑱その他（                 ）         
１１．あなたは人権教育をどのような学習方法で学びましたか。   
  当てはまるものに○をつけてください。（複数回答可）     
  小（低学年） 小（高学年） 中学校 高校 
①グループや学級での話し合い         
②ロールプレイなどの体験的な学習         
③ゲストを迎えての講演会やインタビュー         
④本やインターネットでの調べ学習         
⑤プリントや本の朗読         
⑥ビデオや映画鑑賞         
⑦作文や感想文を書く         
⑧社会見学         
⑨掲示板での資料掲示           
⑩その他（                 ）         
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１２．今まで小・中・高での人権学習を振り返って、1番印象に残っていることは何ですか。 
   当てはまるもの１つに○をつけてください。     
①障害者の問題   
②ハンセン病の人々の問題   
③HIV・エイズの問題   
④薬害問題   
⑤平和教育   
⑥いじめの問題   
⑦虐待の問題   
⑧命の問題   
⑨在日外国人問題   
⑩人種問題   
⑪同和問題   
⑫性の問題   
⑬就職に関する問題   
⑭労働者の失業に関する問題   
⑮労働者の過労死に関する問題   
⑯高齢者の問題   
⑰貧富の差の問題       
⑱その他（                  ）   
１３．設問１２についてお聞きします。     
   なぜ、一番印象に残っていますか。理由をお答えください。   
 
 
 
       
        
        
        
        
１４．設問１２についてお聞きします。  
  一番印象に残っている人権教育でどのようなことを感じましたか。   
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１５．今まで、学校で人権教育を受けてきて、自分自身にとって、効果はありましたか。 
   当てはまるところに○をつけてください。     
 
 
 
 
    
 
       
 
①大変効果があった
 
②効果があった
 
③どちらともいえない
 
④あまり効果がなかった
 
⑤効果がなかった
 
 
１６．設問１５についてお聞きします。     
   なぜその部分に○をつけましたか。理由をお答えください。   
 
 
 
       
        
        
        
１７．今まで人権教育を受けてきて、人権教育は必要だと思いますか。 
   当てはまるところに○をつけてください。    
 
 
 
 
    
 
       
       
 
①かなり必要だ
 
②必要だ
 
③どちらともいえない
 
④あまり必要でない
 
⑤必要ではない
 
 
１８．設問１７についてお聞きします。     
   なぜその部分に○をつけましたか。理由をお答えください。   
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１９．設問１０、設問１２で挙げた人権問題以外で、あなたが人権問題であると思う 
   問題があればお教え下さい。     
 
 
 
       
        
        
        
２０．あなたが今まで人権学習を受けてきて、良かったと思う点と改善すべき点が 
   あればお教えください。      
 
 
 
       
  【良い点】       
        
        
        
  【改善すべき点】       
        
        
        
２１．もし、あなた自身が人権を侵害されるような事態に遭遇したら、   
   あなたはどのような態度を示し、どのように解決しますか。   
   お教え下さい。       
 
 
 
       
        
        
        
２３．学校において、人権教育の時間がなかった場合、人権教育について、  
   どのような場面で人権について学び、考えますか。    
   当てはまるところに○をつけてください。（複数回答可）    
  ①家族との関わりの中で考える       
  ②友人との関わりの中で考える       
  ③地域の人々の関わりの中で考える       
  ④マスメディアの情報で考える       
  ⑤学校での他の授業で考える       
  ⑥人権について考えない       
  ⑦その他（                  )       
        
        
アンケートにご協力いただき、ありがとうございました。 
 
